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第１部．地域政策と知的財産

第２部．クラスター理論

地域政策と知的財産権
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第１部

地域政策と知的財産
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知的財産基本法

●知的財産基本法第６条
（地方公共団体の責務）

地方公共団体は、基本理念にのっとり、知的財
産の創造、保護及び活用に関し。国との適切な役
割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域の
特性を生かした自主的な施策を策定し及び実施す
る責務を有する。

２００２年
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九州知的財産戦略協議会

「九州知的財産推進計画」

近畿知財戦略本部

「近畿知財戦略推進計画２００６」

中部知的財産戦略本部

「中部知的財産戦略推進計画」

沖縄地域知的財産戦略本部

「沖縄地域知的財産推進計画」

北海道知的財産戦略本部
「北海道知的財産戦略推進方策」

東北地域知財戦略本部
「東北地域知財戦略推進計画」

広域関東圏知的財産戦略本部
「広域関東圏知的財産戦略推進計画」

四国地域知的財産戦略本部
「四国地域知的財産戦略推進計画」

中国地域知的財産戦略推進本部

「中国地域知的財産推進行動計画」

地方の知的財産戦略
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策定済

策定中
策定予定

策定予定
○岩手県 ○神奈川県 ○新潟県 ○富山県 ○長野県
○滋賀県 ○奈良県 ○和歌山県 ○徳島県 ○愛媛県
○高知県 ○佐賀県 ○宮崎県 ○鹿児島県 ○沖縄県

福岡県
◆福岡県農産物知的財産戦略
（２００３年3月）

島根県
◆島根県知的財産活用戦略
（２００３年3月）

大阪府
◆大阪府知的財産戦略指針
（２００４年２月）

愛知県
◆あいち知的財産創造プラン（２００４年3月）

茨城県
◆いばらぎ知的財産戦略（２００５年2月）

北海道
◆北海道知的財産戦略推進方策
（２００４年6月）

福島県
◆うつくしま、ふくしま知的財産戦略
（２００５年2月）

群馬県
◆ぐんま知的財産戦略
（２００５年３月）

○策定済２２都道府県、策定予定１５県

福井県
◆福井県知的財産活用プログラム
（２００５年3月）

長崎県
◆長崎県知的財産戦略（２００５年３月）

（06年7月内閣官房調べ）

石川県
◆石川県知的財産活用プログラム
（２００６年１月）

大分県
◆大分県知的財産活性化指針
（２００６年２月）

宮城県
◆みやぎ知的財産活用推進方策
（２００６年３月）

秋田県
◆秋田県知的財産戦略
（２００４年3月）

栃木県
◆とちぎ知的財産活性化推進方策（２００５年3月）

青森県
◆青森県知的創造サイクル推進方策
（２００６年３月）

山梨県
◆やまなし知的財産戦略
（２００６年２月）

三重県
◆三重県知的財産戦略ビジョン
（２００６年3月）

鳥取県
◆とっとり知的財産活用プラン
（２００６年3月）
※鳥取県知的財産の創造等に関する
基本条例（２００６年4月）

千葉県
◆千葉県知的財産戦略
（２００６年３月）

埼玉県
◆埼玉県知的財産戦略（２００５年3月）

都道府県の知的財産戦略

東京都
◆中小企業の知的財産活用のための東京戦略
（２００３年８月）
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地域・知的財産戦略

平成１５年３月

福岡県農産物知的財産戦略

平成１５年３月

島根県知的財産活用戦略

平成１６年４月

秋田県知的財産戦略

平成１７年２月

うつくしま、ふくしま知的財産戦略

・・・・・すべての都道府県へ 7



群馬県ＨＰ：https://www.pref.gunma.jp/cate_list/ct00001721.html

群馬県
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愛知県ＨＰ：https://www.pref.aichi.jp/site/aichi-chizai/

愛知県
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知的財産・基本条例

平成１８年４月
鳥取県知的財産の創造等に関する基本条例

平成２１年３月

青森県知的財産による新事業等の創出の推進
に関する条例

平成２１年４月
佐賀県知的財産の創造等に関する基本条例
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鳥取県ＨＰ：https://www.pref.tottori.lg.jp/chizaijourei/

鳥取県
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佐賀県ＨＰ：https://www.pref.tottori.lg.jp/chizaijourei/

佐賀県
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知的財産政策の変化

 知的財産基本法が2002年11月に施行された。

 知的財産戦略本部（内閣）が2003年3月に設置された。

 知的財産推進計画が2003年7月から毎年、策定されている。

 知的財産に関する基本条例（都道府県）

 地域知的財産戦略本部（地方、都道府県）

 地域知的財産戦略（地方、都道府県）

国家政策

地域政策
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論点

日本では、「知的財産基本法」が2002年11月に施行され、
「知的財産戦略本部」が2003年3月に設置され、「知的財産
推進計画」が2003年7月から毎年、策定されている。

このようなトップダウン型の知的財産政策は、縦割り行政へ
の対抗策として重要な役割を担ってきた。

しかしながら、地域の特色を生かした地域政策を行うために
は、ボトムアップ型の視点も必要である。

こうして、2003年以降、地域において、「知的財産・基本条
例」が施行され、「地域・知的財産戦略本部」が設置され、「地
域・知的財産戦略」が定期的に策定されている。
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地域ブランドの保護
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地域ブランド

 ブランド化した産品の中には、産地の諸条件と密接に結び付
き、高い社会的評価を得たものが多い。その結果、価格に影
響がみられるものも多い。
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地域団体商標制度

平成18年4月1日、商標法改正により、地域団体商標制度が
施行され、商標法による地域ブランドの保護が始まった。

広く商品・役務が保護対象となる。保護期間は、登録から10

年。（更新可能）

【事例】

（１）地域の名称＋商品の普通名称

例：○○りんご、○○みかん、○○メロン、○○いちご

（２）地域の名称＋商品の慣用名称

例：○○焼、○○紬、○○織、○○塗、○○彫

特許庁
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地域団体商標制度

その1 法的効果

他者への権利行使（攻撃・防御）

他者が不正に地域団体商標を使用する場合、民事・刑事の両
面から対抗することができる。

ライセンス契約

他者に地域団体商標の使用を許諾することで、ビジネスの幅
を広げることができる。

３つのメリット
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地域団体商標制度

その2 差別化効果

取引信用度、商品・サービスのブランド力の増大

地域の名物として国に保護されている点、お墨付きをもらった
という点をアピールすることで、取引の際の信用力の増大や商
品・サービスのブランド力の増大につなげることができる。

その3 その他の効果

組織強化、ブランドに対する自負の形成

地域団体商標をその団体で独占的に使用することにより、組
合員の増加や、ブランドに対する自負が形成される。

３つのメリット
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登録事例

特許庁「地域団体商標ガイドブック2019」
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津軽の桃

特許庁「地域団体商標ガイドブッ
ク2019」
https://www.jpo.go.jp/system/tr

ademark/gaiyo/chidan/tiikibran

d.html
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京鹿の子絞

特許庁「地域団体商標ガイドブッ
ク2019」
https://www.jpo.go.jp/system/tr

ademark/gaiyo/chidan/tiikibran

d.html
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 平成27年6月1日より、農林水産省により、「地理的表示保護
制度」が施行され、GIマークによる地域ブランドの保護が導
入された。

地理的表示保護制度

農林水産省

23



１．産地と結び付いた品質について、国のお墨付きが得られる。
保護の対象は、農林水産物・食品等。

２．ＧＩマークが使用可能となる。
（海外でも真の日本の特産品として差別化される。）

３．地理的表示の不正使用は国が取り締まることができる。

地理的表示保護制度
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初期の登録例

農林水産省「登録産品一覧」https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gi_act/register/gi-4.html
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最近の登録例

農林水産省「登録産品一覧」https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gi_act/register/gi-4.html
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比較
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論点

従来は、地域ブランドの保護が十分ではなく、地域ブランド
の模倣が問題とされていた。（地域ブランドのコモンズ）

平成18年4月1日、商標法改正により、地域団体商標制度が
施行され、商標法による地域ブランドの保護が始まった。

その後、地域ブランドの保護の向上に向けて、平成27年6月
1日、農林水産省により、「地理的表示保護制度」が施行され、
GIマークによる地域ブランドの保護が導入された。

現在では、2つの制度により、地域ブランドの保護について、
遜色のない十分な対応が行われている。
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植物品種の保護
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－種苗法による品種登録と育成者権の付与・保護－

農林水産省種苗課
↓

審査・登録

育成者
（新品種）

育成者権

利用者

出 願

権利付与

利用料 許諾

業として、登録品種の「種苗」、

「収穫物」及び政令で定める
「加工品」について、その生産、
譲渡、輸出、輸入又は保管等
を行う権利を専有する。

侵害への
対応

無断利用者

植物新品種保護制度

民事上の措置
1 差し止め請求
2 損害賠償請求
3 信用回復の措置の請求

刑事罰

農林水産省
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新品種の出願の状況

農林水産省「品種登録制度と育成者権」
http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/pamphlet/seido.pdf
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法人に対する罰金額の上限を、３００万円から１億円に引
き上げ

育成者権の侵害に対する罰則の対象を、種苗段階での権
利侵害に加え、収穫物段階での権利侵害まで拡大

① 罰則の対象範囲の拡大

② 法人による育成者権の侵害に対する罰金の
引上げ

平成１５年の種苗法改正

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html
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○３年以下の懲役
又は３００万円以
下の罰金

・生産
・譲渡（販売等）
・輸出入 等

種 苗
・生産
・譲渡（販売等）
・輸出入 等

収穫物

育成者権の利用の範囲

○差止請求
○損害賠償請求 等

民事上の救済

●３年以下の懲役又
は３００万円以下の罰
金
●法人：１億円以下

の罰金

刑事上の制裁

は平成１５年の改正（追加）部分

《 権 利 侵 害 》

●法人：１億円以下
の罰金

○３年以下の懲役又
は３００万円以下の
罰金

刑事上の制裁

○差止請求
○損害賠償請求 等

民事上の救済

平成１５年の種苗法改正

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html
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これらの収穫物が加工され、育成者権の効力の
及ばない加工品（あん、ござ等）として、脱法的にわ
が国に輸入されること等が問題

平成１５年に、収穫物段階の権利侵
害に対する罰則を設ける法改正

我が国で登録された植物の新品種が海外において
育成者に無断で利用され、生産された収穫物（小豆、
いぐさ等）が我が国に輸入される事態

平成１７年の種苗法改正

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html
34



平成１７年の種苗法改正

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html
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農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html

登録事例
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農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html

登録事例
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農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html

登録事例
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育成者権侵害の事例
（おうとう）

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html 39



植物名 品種名 権利者 概　　　要

中国に種苗が無断で持ち出され、その収穫物
が我が国に輸入されていた。
北海道からの警告により、輸入業者は中国か
らの日本品種の小豆の輸入を自粛。

小　豆
きたのおとめ

しゅまり

いんげん豆 北海道

北海道

中国に種苗が無断で持ち出され、その収穫物
が我が国に輸入、販売されていた。
北海道からの警告により、輸入業者は中国か
らの高級白あん原料用いんげん豆の輸入を自
粛。

雪手亡 

育成者権侵害の事例
（いんげん豆、小豆）

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html

40



植物名 品種名 権利者 概　　　要

とちおとめ 
韓国に種苗が無断で持ち出され、その収穫物
が我が国に輸入、販売されていた。
栃木県が許諾先の業者に文書で注意。

レッドパールいちご
個人育
種家

韓国の一部の者に生産・販売を許諾したが、
韓国内で種苗が無断で持ち出されその収穫
物が我が国に輸入、販売されていた。
育成者権者が輸入業者を相手に裁判を起こ
し、輸入を取りやめることなどを条件に和解。

栃木県

育成者権侵害の事例
（いちご）

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html 41



植物名 品種名 権利者 概　　　要

いぐさ 熊本県

中国に種苗が無断で持ち出され、栽培されて
いるとして、平成１５年１２月、熊本県が、関税定率
法に基づき輸入差止めを申立て。
平成１７年３月には、税関が八代港から輸入されよ
うとした「ひのみどり」のいぐさを発見・摘発し、刑事
告発した。

ひのみどり

育成者権侵害の事例
（いぐさ）

農林水産省HP：http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/hogo.html 42



侵害への対応

農林水産省「品種登録制度と育成者権」
http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/pamphlet/seido.pdf
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品種保護活用相談窓口

農林水産省「品種登録制度と育成者権」
http://www.hinshu2.maff.go.jp/pvr/pamphlet/seido.pdf
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令和２年 種苗法改正

 日本の農業を強くするため、農産物の知的財産をどうやって
守るか。その課題に応えるための種苗法の改正案が国会に
提出されている。日本で開発された種苗の海外流出を防ぎ、
農業の競争力を高めるために必要な制度改革だ。

 これまで日本は種苗の流出を食い止めるための有効な手立
てがなく、優良な品種が海外で栽培されてきた。

 改正案はこうした事態に歯止めをかけるため、種苗の利用を
制限できるようにするのが柱だ。種苗メーカーや研究機関は
開発した品種を農林水産省に登録する際、種苗の輸出を認
めないと定めることができるようになる。これに反した業者は、
損害賠償や刑事罰の対象になる。
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令和２年 種苗法改正

 新たな制度は地域振興にも意義がある。自治体が開発した
品種が国内の他の地域で栽培されるのを防ぐことができるか
らだ。新品種で地域の農家の収入が増えれば、研究に弾み
がつくだろう。

 進めるべきは海外での品種登録など他にもある。だが根幹に
置くべきはコストと時間をかけて開発した農産物の知財をどう
守り、農業の発展に結びつけるかだろう。混乱なくそれが実現
できるよう徹底的な議論を望みたい。

［社説］農産物の知的財産を守ろう（令和2年5月23日 毎日新聞）
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論点

 植物品種登録制度は、地域における農業を保護するために
有効な制度である。近年、保護強化（種苗→収穫物→加工
品）に向けた制度改正が行われている。

 制度改正の背景としては、国内品種の逆輸入の問題があっ
た。種苗→収穫物→加工品として、制度改正に合わせて逆輸
入の形態が変化していた。

 令和２年の種苗法改正では、農林水産省に登録する際、種
苗の輸出を認めないと定めることができるようになる。日本の
種苗の国外流出を防ぐことにより、日本の農業の発展が期待
される。（品種保護の脱コモンズ）
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第２部

クラスター理論
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クラスター理論

ハーバード大学の経営学者マイケル・ポーターにより提唱さ
れた理論。マイケル・ポーター『競争戦略論Ⅱ』（1998年）に
おいて、クラスター理論を公表した。

「クラスターとは、ある特定の分野における、相互に結びつい
た企業群と関連する諸機関からなる地理的に近接したグ
ループであり、これらの企業群と諸機関は、共通性と補完性
によって結ばれる。」（マイケル・ポーター『競争戦略論Ⅱ』）
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クラスター理論

マイケル・ポーター『競争戦略論Ⅱ』によれば、クラスター理
論として、次のような説明がなされている。

“A cluster is a geographically proximate group of 

interconnected companies and associated institutions in 

a particular field, linked by commonalities and 

complementarities.”

※ある地域において、特定分野の企業群が集まって、内部で
は競争しつつ、外部に対しては、競争力を発揮する。
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クラスター理論

1990年代に、ポーターがクラスター理論に注目した理由の１
つは、グローバル経済下で「立地の役割（role of location）」
が新たに認識されたこと。

企業レベルの「競争と戦略（competition and strategy）」に
とっても、「国や州の競争力」にとっても、立地が大きな重要
な条件となっている。

特定の事業分野における突出した成功に必要な条件として、
どの国、地域、都市圏でもクラスター（Clusters）の形成があ
げられる。（マイケル・ポーター『国の競争優位』）
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日本のクラスター政策

 2001年度に始まる第２期・科学技術基本計画の下で、産学
官連携とイノベーションを地域レベルで促進するため、クラス
ター政策が開始された。

※第2期科学技術基本計画（2001年3月）

「地域のイニシアティブの下での知的クラスター形成を、効果
的・効率的に実現するため、国は、共同研究を含む研究開
発活動の推進、人材の育成・確保、技術移転機能等の充実
を図る。」
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日本のクラスター政策

 第2期・科学技術基本計画に基づいて、経済産業省は、2001

年度に「産業クラスター計画」を開始した。

 経済産業省の「産業クラスター計画」は、2006年度に第２期
（５年間）、2011年度に第３期（10年間）に入り、現在に至る。

 第2期・科学技術基本計画に基づいて、文部科学省は、2002

年度に「知的クラスター創成事業」を開始した。

 文部科学省の「知的クラスター創成事業」は、2009年の「事
業仕分け」で廃止され、「地域イノベーションクラスター」という
新事業として、2010年度に再開された。
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産業クラスター

第1期（２００１～５年）：産業クラスターの立ち上げ期

クラスターの実態と政策ニーズを踏まえて、国が中心となって進める産業
クラスター計画プロジェクトとして、「顔の見えるネットワーク」を形成する。

第2期（２００６～１０年）：産業クラスターの成長期

引き続きネットワークの形成を進めるとともに、具体的な事業を展開して
いく。プロジェクトの見直し、新たなプロジェクトの立ち上げを柔軟に行う。

第3期（２０１１～２０年）：産業クラスターの自律的発展期

ネットワークの形成、具体的な事業展開のほか、産業クラスター活動の財
政面での自立化を図り、産業クラスターの自律的な発展を目指す。
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産業クラスター：新事業が次々と生み出されるような事業環境を整備することに
より、競争優位を持つ産業が核となって広域的な産業集積が進む状態

産業クラスター

経済産業省「産業クラスター政策」
https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/tiikiinnovation/source/Cluster2009_brochure.pdf
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経済産業省「産業クラスター政策の新展開」https://www.meti.go.jp/policy/local_economy/tiikiinnovation/source/sinntennkai.pdf
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知的クラスター

第1期（２００２～６年）

イノベーションを種から実へ育て上げる仕組みを強化する観点から、地域
イノベーションの強化を図る。

第2期（２００７～９年）

地域の自立化を促進しつつ、「選択と集中」の視点に立ち、世界レベルの
クラスター形成を強力に推進する。

地域イノベーションクラスター（２０１０～）

地域と大学との組織的な連携を強化し、地域の自立化を促進するため、
「地域イノベーションクラスター」として再開する。
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知的クラスター：地域のイニシアティブの下で、地域において独自の研究開発
テーマとポテンシャルを有する大学、公的研究機関を核とし、地域内外から企業
等も参画して構成される技術革新システム

知的クラスター

https://www.mext.go.jp/component/a_menu/science/micro_detail/__icsFil

es/afieldfile/2009/12/10/1287305_3_1.pdf
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地域イノベーションクラスター

 平成22年度より、「知的クラスター創成事業」は、他の関連事
業と統合化され、「イノベーションシステム整備事業」として一
本化された。

 地域イノベーションクラスタープログラムにおいては、優れた
研究開発ポテンシャルを有する地域の大学等を核とした産
学官共同研究等を実施し、産学官の網の目のようなネット
ワークの構築により、イノベーションを持続的に創出するクラ
スターの形成を図ることとされている。
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産業クラスターと知的クラスターの連携・交流の促進を目指す。

今後の方向性

http://www.meti.go.jp/policy/local_economy/tiikiinnovation/industrial_cluster.html
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論点

２１世紀に入ると、マイケル・ポーターの理論に基づいて、「ク
ラスター政策」として、「産業クラスター構想」（経済産業省）と
「知的クラスター創生事業」（文部科学省）が開始された。

「産業クラスター」は、民間企業が中心となるが、「知的クラス
ター」は、大学を核としている。事業仕分けのときに、二重行
政として指摘される中、「知的クラスター」は「地域イノベーショ
ンクラスター」に変更された。

今後は、クラスター政策において、知的財産政策の視点を重
視して、産学連携による地域活性化を拡充することが必要で
ある。
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クラスターと知的財産権

バイオ・クラスターにおける産学官連携 : 特許データに基づく
政策評価（西村淳一、岡田羊祐）

〈研究 技術 計画〉 Vol.24 No.4  2010:p.383-399,

(1)クラスター参加者による共同発明から得られた特許は平均的価値が高い。
(2)クラスター計画開始以降,参加企業の特許価値は有意に高まった。
(3)企業単独発明よりも共同発明による特許価値が平均的に高くなり,特にクラスタ

ー計画に連携する大学との共同発明から得られた特許の価値が高くなった。

これらの分析結果は,クラスター計画参加企業の特許価値が,産学連携を通じて
有意に高まったことを示唆する。
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クラスターと知的財産権

産業クラスター評価のための特許出願の空 間的自己相関を
利用した技術集積動向分析方法の基礎的検討（野中尋史）

〈日本知財学会誌〉 Vol.13 No.3 2017:p.65-78
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産学連携
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産学連携の必要性

1870-1954
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本多光太郎は、日本の物理学者、金属工学者。文化勲章受章者。文化功労者。
「鉄の神様」「鉄鋼の父」などとも呼ばれる。



産学連携の第一号

1908年東京帝国大学の池田菊苗博士が昆布のうま味成分
がグルタミン酸であることを発見した。この研究の背景には、
安価な調味料を開発して、当時の日本国民の食生活を豊か
にし、栄養状態を改善したいという志高い「夢」があった。池田
博士は自らの思いを実現するために、その事業化を考えた。

そこで出会ったのが青年実業家の二代鈴木三郎助であった。
三郎助は海藻を原料とする医薬品製造事業を営んでいたが、
新たな事業展開のシーズを探していた。池田博士と三郎助、
この両者が出会い、「夢」を共有することで、世界に
類例のないうま味調味料事業が誕生。その後アミノ
酸事業へと発展し、わが国のバイオ産業の一翼を担
うアミノ酸発酵のイノベーションへとつながった。
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教 育 研 究 社会貢献

大学の責務

大学等の責務

大学等は、その活動が社会全体における知的財産の創造に
資するものであることにかんがみ、人材の育成並びに研究及
びその成果の普及に自主的かつ積極的に努めるものとする。

知的財産基本法 第７条
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大学研究者の発明は、大学に帰属されることが多い。

大学の職務発明

大学研究者 大 学

原則として機関帰属

補償

２００３年４月
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大学に帰属

１．従来は、大学において、研究者が特許出願を行い、研究
者が技術移転（権利活用）を行っていた。

２．しかし、研究開発の実用化を推進するために、研究者では
なく、大学が管理した方が有利である。

３．そこで、2004年4月より、大学で生じた発明は、原則として、
大学に帰属されることとし、大学が特許出願を行い、大学
が技術移転（権利活用）を行うようになった。
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バイドール法

バイドール法とは、米国で1980年に制定された法律で、連邦
政府の資金で研究開発された発明であっても、その成果に
対して大学や研究者が特許権を取得することを認めたもの。
産学連携の推進を目的とする。それ以前は、政府資金で研
究開発された特許権は政府に帰属しており、研究成果が産
業界に十分に活用されていないという批判があった。

日本では、1999年に産業活力再生特別措置法（第30条）で
定められた内容が日本版バイドール法とされている。これに
より日本でも米国と同様に、政府から研究委託された研究者
が特許権を取得することができるようになり、研究機関が中
心となって技術移転が進められるようになった。
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大学と特許

○大学からの特許出願は、毎年１万件近くが出願されており、堅調に
推移している。

＜大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省、2020年2月＞
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大学と特許

＜大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省、2020年2月＞

○大学における特許保有件数は、毎年、増加傾向にある。
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大学と特許

＜大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省、2020年2月＞

○大学からの技術移転は、実施件数、実施料収入などについて、増
加傾向にある。
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大学と知財

＜大学等における産学連携等実施状況について（文部科学省、2020年2月＞

○大学の知的財産収入は、増加傾向にある。
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大学からの特許出願

出願件数 登録件数

1 東京大学 303 1 東京大学 259

2 東北大学 261 2 大阪大学 201

3 大阪大学 251 3 東北大学 185

4 京都大学 192 4 京都大学 159

5 名古屋大学 168 5 九州大学 123

＜2018年データ＞

（注）特許庁年次報告書（2019年6月）に基づいて作成 75
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〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 金沢大学
○ 新潟大学ほか４機関
○ 信州大学
○ 岐阜大学
○ 名古屋工業大学
○ 豊橋技術科学大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 岡山大学

○九州大学

○熊本大学

○ 広島大学

○ 山口大学

○ 徳島大学

○ 京都大学

○ 大阪大学

○ 神戸大学・神戸商船大学

○ 奈良先端科学技術大学院

:（全６機関） ○ 筑波大学

○ 群馬大学・埼玉大学

○ 東京大学

○ 東京医科歯科大学

○ 東京農工大学

○ 東京工業大学

；

（全１６機関）

○ 北海道大学

○ 岩手大学

○ 東北大学

中国・四国

近畿

九州

北海道・東北

関東

中部

○ 山梨大学

○ 静岡大学

○ 名古屋大学

○ 北陸先端科学技術
大学院大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 九州工業大学

〈 特色ある知的財産管理・活用機能
支援プログラム対象機関 〉

○ 東京都立大学ほか３機関

下線はスーパー産学官連携本部

大学知的財産本部整備事業 （大学知財本部数４３ H15.7採択）
大学等における知的財産の戦略的な創出・管理・活用のための体制整備

大学知的財産本部

大学知的財産本部：43大学

知的財産の原則機関帰属：
352機関（89国立大学）

知的財産ポリシー等の制定：
98%以上の国立大学
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大学知的財産本部

２００３年４月から、文部科学省により大学知的財産本部整
備事業が推進され、大学において知的財産の管理を行う
「大学知的財産本部」の設置がスタートした。その結果、大学
知的財産本部を有する大学においては、大学知的財産本部
を通して、特許出願が行われることになった。

大学知的財産本部では、学内の教員が兼任して本部内の
管理業務を行い、技術系職員をコーディネーターとして採用
し、大学内の発明の発掘や、特許出願の適否を行っている。
特許明細書の作成などの専門業務は、学外の弁理士に依
頼するが、特許出願に関する業務の大半は、大学知的財産
本部が実施している。（2004年度：国立大学の法人化）
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☆東京大学ＴＬＯ（東大）
☆日本大学産官学連携知財センター（日大）
筑波リエゾン研究所（筑波大）
早稲田大学産学官研究推進センター（早大）
理工学振興会（東工大）
慶應義塾大学知的資産センター（慶大）
東京電機大学産官学交流センター（電機大）
山梨ティー・エル・オー（山梨大）
タマティーエルオー（創価大、都立大）
明治大学知的資産センター（明大）
よこはまティーエルオー（横国大、横市大）
生産技術研究奨励会（東大）
農工大ティー・エル・オー（農工大）
キャンパスクリエイト（電通大）
日本医科大学知的財産・ベンチャー育成（ＴＬＯ）
センター（日医大、日獣医大）
東京理科大学科学技術交流センター（理科大）
オムニ研究所（長岡技大）
千葉大学産学連携・知的財産機構（千葉大）
☆東京工業大学産学連携推進本部（東工大）
群馬大学研究・知的財産戦略本部（群馬大）

☆東北テクノアーチ（東北大）

北海道ティー・エル・オー（北大）

浜松科学技術研究振興会（静大）

☆名古屋産業科学研究所（名大）
三重ティーエルオー（三重大）
豊橋キャンパスイノベーション（豊橋技科大）

☆関西ティー・エル・オー（京大、立命館大）
新産業創造研究機構（神大）
大阪産業振興機構（阪大）
岡山県産業振興財団（岡山大）
奈良先端科学技術大学院大学産官学連携推進
本部（奈良先端大）

テクノネットワーク四国（四国地域の大学等）

☆山口ティー・エル・オー（山口大）

産学連携機構九州（九大）
北九州産業学術推進機構（九工大）

くまもとテクノ産業財団（熊本大）

2009年5月現在

金沢大学ティ・エル・オー（金沢大）

鹿児島ＴＬＯ（鹿児島大）

（ ）内は主な提携大学
☆はスーパーＴＬＯ

みやざきＴＬＯ（宮崎大）

大分ＴＬＯ（大分大）

ひろしま産業振興機構（広島大）

長崎ＴＬＯ（長崎大）

佐賀大学ＴＬＯ（佐賀大）

新潟ティーエルオー（新潟大）

信州ＴＬＯ（信州大）

富山大学知的財産本部（富山大）

ＴＬＯ（技術移転機関）

78



ＴＬＯ（技術移転機関）

ＴＬＯ（Technology Licensing Office）は、大学の研究成果
を特許化し、それを企業に技術移転する役割を担っており、
産と学の「仲介役」の役割を果たす組織である。このような
取り組みを積極的に支援するため、文部科学省及び経済産
業省は、大学等技術移転促進法（1998年）に基づき、技術
移転事業に係る計画を「承認」し、各種の支援措置を講じて
いる。この承認を受けたＴＬＯは、「承認ＴＬＯ」と呼ばれてい
る。

承認ＴＬＯには、大学内部に設置される「大学内部型」、大学
外に設置される「大学外部型（株式会社、財団法人等）」な
ど、様々な類型があるが、最近では、大学内において、大学
知的財産本部と一体化することにより、業務の効率化を図
るという考え方がある。
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赤崎ダイオード

 名古屋大学は、2003年度、約４億１０００万円の収入を赤崎
ダイオードの特許から得た。赤崎勇先生は名大教授時代、
窒化ガリウムを使って、電気を通すと青く光る半導体を世界
で初めて作った。（これを日亜化学工業の研究者だった中村
修二・米カリフォルニア大教授が製品化した。）

 赤﨑記念研究館は，赤﨑勇先生の研究業績を顕彰するとと
もに，名古屋大学における独創的・先端的な
科学技術研究を推進し，広く社会に貢献する
ことを目的に建設された。

赤﨑記念研究館（名古屋大学）

成功事例
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ワダツミ

産学連携推進機構・ソフアプランニング「産学連携事例」
https://kyoju.net/2020/01/27/2020-01-27-6/

成功事例
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千利休「待庵」

産学連携推進機構・ソフアプランニング「産学連携事例」
https://kyoju.net/2020/05/25/2020-05-25/

成功事例
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千利休「待庵」

産学連携推進機構・ソフアプランニング「産学連携事例」
https://kyoju.net/2020/05/25/2020-05-25/

成功事例
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ベリーベリー

産学連携推進機構・ソフアプランニング「産学連携事例」
https://kyoju.net/2018/12/25/2018-12-25-5/

成功事例
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ベリーベリー

産学連携推進機構・ソフアプランニング「産学連携事例」
https://kyoju.net/2018/12/25/2018-12-25-5/

成功事例
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【問題】知的財産政策の現状と課題について、「秘密情報管理」
及び「安全保障」の観点から論じなさい。なお、関連する事例につ
いても論及すること。
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